
 

  



 

1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(1) 固定資産の減価償却の方法 

(a) 有形固定資産 

建物および平成 28 年 4 月 1 日以降に取得した建物附属設備については定額法、その他

の有形固定資産については定率法を採用しております。 

(2) 引当金の計上基準 

(a) 貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。 

(3) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

(a) 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

(b) リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

なお、オペレーティング・リース取引の解約不能期間に係る未経過リース料に重要性はあり

ません。 

 

当期純損益金額 

-220,541,827 円 


